
 

 

 
京都市上下水道局保有財産売買契約書（案） 

 

 

 京都市（以下「甲」という。）と          （以下「乙」とい

う。）とは，次の条項により京都市上下水道局保有財産の売買契約を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は，信義を重んじ，誠実に本契約を履行しなければならない。 

２ 乙は，土壌汚染対策法に基づく対応など，募集要項の内容を忠実に履行し

なければならない。 

 

（売買物 件）  

第２条  甲は，別表に掲げる市有財産（以下「売買物件」という。）を

現状有姿のまま乙に売り渡し，乙は，これを買い受けるものとする。  

 

（売買代金の支払） 

第３条 売買代金は，金       円とする。  

２ 乙は，本契約の締結日と同日に，前項の売買代金を，甲が発行する納入通

知書により，一括して甲に支払わなければならない。 

 

（契約保証金）     

第４条 契約保証金は免除とする。  

 

（所有権の移転及び売買物件の引渡し） 

第５条 売買物件の所有権は，乙が売買代金の支払を完了したときに乙に移転

するものとする。 

２ 売買物件は，前項の規定により所有権が移転したときに，甲から乙に引渡

しがあったものとする。 

 

（所有権移転等の登記） 

第６条 乙は，前条第１項の規定により売買物件の所有権が移転した後速やか

に，登記嘱託請求書及び登録免許税相当額の現金領収証書等の所有権移転登

記及び買戻特約登記に要する書類を甲に提出し，これらの登記を甲に請求す

るものとする。 

２ 甲は，乙から前項の登記の請求があった後，速やかに同項の登記を嘱託す

るものとする。 

３ 前項の登記に要する費用は，乙の負担とする。 

 

（契約不適合責任についての特約） 

第７条 乙は，この契約の締結後，売買物件に，種類，品質又は数量に関して

契約の内容に適合しないもの（甲が知りながら乙に告げなかった事実による

ものを除く。）があるときにおいても，履行の追完の請求，売買代金の減額

の請求，損害賠償の請求及び契約の解除をすることができない。 

 

（別紙４） 



 

 

（危険負担） 

第８条 この契約締結の日から売買物件の引渡しの日までにおいて，甲の責め

に帰することのできない事由により，売買物件に滅失，き損等の損害を生じ

たときは，その損害は，乙が負担するものとする。 

 

（利用制限） 

第９条 乙 は ，所 有 権 が移 転 し た 日か ら 起 算し て １ ０ 年間 ， 売 買物 件 を

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団又は法律の規定に基づき公の秩序

等を害するおそれのある団体等であることが指定されているものの事

務所その他これに類するものの用に供し，又はこれらの用に供される

ことを知りながら，売買物件の所有権を第三者に移転し，若しくは売

買物件を第三者に貸してはならない。  

２ 乙は，元創業支援工場及び元資器材・防災センター西側用地（所在地：南

区上鳥羽鉾立町１１番２ 外５筆）の有効活用事業者の選定に係る募集要項

に基づき，申込み時に提出した活用計画を速やかに実施し，所有権が移転し

た日から起算して１０年間，売買物件を当該活用計画に基づいた利用に供さ

なければならない。 

３ 乙は，やむを得ない事情により，前項の活用計画の内容を変更しようとす

るときは，あらかじめ変更を必要とする理由を付して書面により甲に申請し，

協議のうえ，その承認を受けなければならない。 

 

（権利の移転又は設定の制限） 

第１０条 乙は，所有権が移転した日から起算して１０年間，売買物件につい

て次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし，あらかじめ当該行為を

必要とする理由を付して書面により甲に申請し，協議のうえ，その承諾を得

たときは，この限りでない。 

 (1) 所有権の移転 

(2) 地上権，質権，賃借権その他の使用又は収益を目的とする権利（以下

「使用収益権」という。）の設定 

２ 前項の規定は，次の各号に掲げるところにより所有権が移転し，又は使用

収益権が設定される場合には適用しない。 

 (1) 滞納処分，強制執行又は競売 

 (2) 土地収用法その他の法律の規定に基づく収用又は使用 

 

（実地調査等） 

第１１条 甲は，乙の第９条及び前条に規定する義務の履行状況を把握するた

め甲が必要と認めるときは，実地調査を行うことができる。 

２ 乙は，甲から要求があるときは，売買物件について利用状況の事実を証す

る登記事項証明書その他の資料を添えて売買物件の利用状況等を甲に報告し

なければならない。 

３ 乙は，正当な理由なく第１項の実地調査を拒み，妨げ，若しくは忌避し，

又は前項の規定による報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

 

（違約金） 

第１２条 甲は，次の各号に規定する事由が生じたときは，乙に対し，それぞ



 

 

れ各号に規定する金額を違約金として請求することができる。 

(1) 乙が前条に規定する義務に違反したときは，売買代金の１００分の１０

に相当する額 

(2) 乙が第９条又は第１０条に規定する義務に違反したときは，売買代金の

１００分の３０に相当する額 

２ 前項の違約金は，第１５条及び第１６条に規定する損害賠償額の予定又は

その一部とは解釈しない。 

３ 甲は，第１４条の規定によりこの契約が解除された場合，返還する売買代

金を違約金に充当することができる。 

 

（買戻しの特約） 

第１３条 甲は，乙が第９条又は第１０条の規定に違反したときは，売買物件

を買い戻すことができる。  

２ 前項の規定により，買戻しをすることができる期間は，所有権の移転の日

から起算して１０年間とする。  

３ 甲は，第１項の規定により売買物件を買い戻すときは，売買代金を乙又は

転得者に返還し，契約費用は返還しないものとする。この場合において，当

該売買代金には，利息を付さないものとする。  

４ 前条第３項及び第１５条から第１８条までの規定は，第１項の規定により

買戻しを行った場合に準用する。  

５ 第１項の規定による買戻しの特約は，登記により設定するものとする。 

 

（契約の解除） 

第１４条 甲は，乙がこの契約の条項に違反したときは，この契約を解除する

ことができる。 

 

（原状回復） 

第１５条 乙は，前条の規定によりこの契約が解除されたときは，甲が指定す

る期間内に自己の費用で売買物件を原状に回復して（契約締結後に乙が建築

した建物，構築物等があるときは全て除去して）返還しなければならない。

ただし，甲が原状回復の必要がないと認めるときは，この限りでない。 

２ 乙は，前項ただし書の場合において，売買物件が滅失し，又はき損してい

るときは，その損害賠償金として契約解除時の時価により減損額に相当する

金額を甲に支払わなければならない。  

３ 乙は，第１項の規定により売買物件を甲に返還するときは，甲の指定する

期日までに，売買物件の所有権移転登記に要する書類を甲に提出しなければ

ならない。  

 

（損害賠償） 

第１６条 第１４条の規定によりこの契約が解除され，又は乙が前条に規定す

る義務を履行しないため甲に損害が生じたときは，乙は，その損害に相当す

る金額を損害賠償金として甲に支払わなければならない。 

２ 前条第２項及び前項の場合において，乙が既に売買代金の支払を完了して

いるときは，甲は，売買代金を前条第２項及び前項に規定する損害賠償金に

充当することができる。 

 



 

 

（返還金） 

第１７条 甲は，第１４条の規定によりこの契約を解除したときは，支払済み

の売買代金を乙に返還するものとする。ただし，前条第２項の規定により売

買代金を損害賠償金に充当したとき及び第１２条第３項の規定により売買代

金を違約金に充当したとき（いずれも第１３条第４項の規定により準用され

る場合を含む。）は，売買代金から損害賠償金及び違約金を控除した金額を

返還するものとする。 

２ 前項の返還金には，利息を付さない。 

 

（必要費等の補償） 

第１８条 乙は，第１４条の規定によりこの契約が解除された場合において，

売買物件に関し必要費又は有益費その他一切の費用を支出した場合であって

も，その補償を甲に請求することができない。 

 

（契約の費用） 

第１９条 本契約の締結に要する費用は，乙の負担とする。 

 

（法令等の規制の遵守） 

第２０条 乙は，売買物件に係る法令等の規制を熟知のうえ，この契約を締結

したものであることを確認し，売買物件を利用するに当たっては，当該法令

等を遵守するものとする。 

 

（管轄裁判所） 

第２１条 この契約から生じる一切の訴訟については，甲の事務所の所在地を

管轄する地方裁判所をもって管轄裁判所とする。 

 

 

（疑義等の決定） 

第２２条 この契約に関し疑義のあるとき，又はこの契約に定めのない事項に

ついては，甲乙協議のうえ定めるものとする。 

 

 

 この契約の締結を証するため，本書を２通作成し，甲乙記名押印のうえ，各

自その１通を保有する。 

 

   令和   年   月   日 

 

       甲  京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 

 

          京 都 市 

          代 表 者  京都市公営企業管理者上下水道局長 

                             吉川 雅則 

 

       乙  住   所 

 

          氏   名 



 

 

 

 

  

【 土 地 の 表 示 】  

所 在  京 都 市 南 区 上 鳥 羽 鉾 立 町  

地 番  １ １ 番 ４  

地 目  宅 地  

 地 積  6,917.64㎡  

※  土 地 の 表 示 は ， 登 記 さ れ て い る 事 項 と す る 。  

※  上 記 土 地 に 定 着 し ， 又 は 内 在 す る 構 造 物 等 一 切 の も の を 含 む 。  

 

別 表  


